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公営企業会計決算の見方 
 

１．調査対象事業および期間 

  平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間において、地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号）を適用している事業および地方公営企業法を適用していない事業（地方財政

法施行令第４６条に掲げる事業等）について、平成２８年度の決算および業務状況を調査した

ものである。 

 

２．施設および業務概要 

  平成２９年３月３１日現在のものである。（平成２８年度の実績） 

 

３．集計の方法および用語の定義 

 （１）各項目の数値は表示単位未満を四捨五入しているため、その内訳を合計した数値は、合

計欄の数値と一致しない場合がある。 

 

（２）項目区分は、地方公営企業法施行規則に定める勘定科目に準拠した。 

 

（３）損益計算書は、次の区分により集計した。 

    ア 総収益 ＝ 営業収益 ＋ 営業外収益 ＋ 特別収益 

    イ 総費用 ＝ 営業費用 ＋ 営業外費用 ＋ 特別損失 

    ウ 経常収益 ＝ 営業収益 ＋ 営業外収益 

エ 経常費用 ＝ 営業費用 ＋ 営業外費用 

オ 経常利益（または経常損失） ＝ 経常収益 － 経常費用 

 

 （４）資本的収支に関する調は次の区分により集計した。 

ア 翌年度へ繰り越される支出の財源充当額  

当該年度の資本的収支額のうち当該年度において事業が完了しない等の理由により、

当該収入額を充当すべき支出が翌年度へ繰り越された場合の翌年度支出に対する充

当額。 
 

イ 前年度同意債で今年度収入分 

前年度同意債で今年度収入したもののうち、前年度において支出予算執行済みとした

建設改良費で未払いとしたものの財源に充てた企業債の額。 
 

ウ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額の算出 

資本的収入額から「翌年度へ繰り越される支出の財源充当額」および「前年度同意債

で今年度収入分」を控除した額が資本的支出額に不足する場合の額のみを集計。 
 

エ 補てん財源 

ウの「資本的収入額が資本的支出額に不足する額」を補てんするために充てた過年度

および当年度損益勘定留保資金、繰越利益剰余金処分額、当年度利益剰余金処分額、

繰越工事資金等の合計額。 
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（５）貸借対照表は、次の区分により集計した。 

ア 不良債務  流動負債の額（建設改良費等の財源に充てた企業債及び長期借入金、

PFI 法に基づく事業に係る建設事業費等のリース債を除く）が流動資産の額（翌年度へ

繰り越される支出の財源充当額を除く。）を超える額。 

 

イ 実質資金不足額  不良債務から当該年度同意債で未借入または未発行のもののうち、

支出済として決算された事業費に対応する分を控除した額。 

 

 （６）経営分析 

      各比率の算出方法および計算の際用いた用語区分のうち主なものは、次のとおり。 

  法適用企業 

 

【 総 収 支 比 率 】 ＝   
総収益  

×１００ 総費用 

 

【 経 常 収 支 比 率 】 ＝ 
経常収益  

×１００ 経常費用 

 

【自己資本構成比率】＝ 
資本合計＋繰延収益  

×１００ 
負債・資本合計 

 

【流   動   比   率 】＝ 
流動資産  

×１００ 流動負債 

 

【 不 良 債 務 比 率 】 ＝ 

（流動負債－建設改良費等の財源に充てた企業債・長期借入金 

−PFI 法に基づく事業に係る建設事業費等のリース債）－（流動資産－翌年度繰越財源） 
       

×１００ 
営業収益－受託工事収益 

法非適用企業 
  

 

【赤   字   比   率 】＝ 
実質赤字額 

 

×１００ 
営業収益－受託工事収益 

 

【 収益的収支比率 】＝ 
総収益  

×１００ 
総費用＋地方債償還金 

 

（７）キャッシュ・フローの状況 

    事業年度の資金収支の状況を、一定の活動区分別に表示。公営企業会計は、発生主義

によるため、収益・費用を認識する時期と現金の収入・支出が発生する時期とに差異が生じる

が、キャッシュ・フローの状況により現金の収入・支出に関する情報を得ることができる。 

ア 業務活動 通常の業務活動の実施による資金の収支等 

イ 投資活動 固定資産の取得及び売却の収支等 

ウ 財務活動 増資、減資による収支や資金調達、返済に関する収支等 

 

 (注）その他、本文において必要に応じ解説を加えている。 
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